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二木（2015）によると，地域包括ケアに 2つの流れがあり，1つは 1970 年代の広島県みつぎ
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　大きな変化は，社会保障のあり方に関する懇話会報告「今後の社会保障の在り方について」
（2006 年 5 月）の中で，社会保険を共助とし，公助を「公的福祉や社会福祉」に限定した「特
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（点線部は筆者），健康づくり活動にとりく」39 むとある。2つめは，事
医療生協の組織的特徴を踏まえた「地域包括ケア」の再検討に向けて　（岸本貴士）
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生協連）がある。http://www.hew.coop/about#gaiyo（2018 年 9 月 10 日閲覧）
（ 3）　 ここでは「人権として医療・ケア保障」として「医療・介護保障」を捉える。介護は生活の一部
であり，広く「ケア」として位置づけることで，「くらし」への視座が明確になる。
（ 4）　 地域包括ケア研究会は，平成 20 年度老人保健健康増進等事業として有識者をメンバーとする研
究会。研究会庶務を三菱UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社が担った。 地域包括ケア研
究会報告書では，自助・互助・共助・公助の定義も行った。
（ 5）　 社会保障制度改革推進法（平成 24 年法律第 64 号）は，2012 年 8 月施行した。
（ 6）　 4 つの指針とは，「社会保障の機能の充実と給付の重点化・効率化，負担の増大の抑制」「社会保
険方式の意義，税と社会保障の役割分担」「給付の負担の両面にわたる世代間の公平」をさす。
（ 7）　 プログラム法は「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」（平成
25 年法律第 112 号），2013 年 12 月施行した。
（ 8）　 医療介護総合確保法は，「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律
の整備等に関する法律」（平成 26 年法律第 83 号），2014 年 6 月公布施行した。





の提供ビジョン」（2015 年 9 月）
（11）　 「ニッポン一億総活躍プラン」は，あらゆる場で誰もが活躍できる，全員参加型の社会を目指す
ため，2016 年 6 月に閣議決定された。
（12）　 厚生労働省は「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部を 2016 年 7 月に設置した。
（13）　 地域包括ケアシステム強化法とは，「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部
を改正する法律」（平成 29 年法律第 52 号），2017 年 5 月成立。
（14）　 社会福祉法の一部改正で 2018 年 4 月施行。地域課題に対して住民や福祉関係者による把握及び
関係機関との連携等による解決が図られることが明記された。
（15）　 CiNii へ 2018 年 9 月 10 日検索
（16）　 CiNii へ 2018 年 9 月 10 日検索
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（17）　 例えば，江本淳（2015）「医療福祉生協をとりまく環境と事業戦略 ― 医療福祉生協の地域包括
ケアをめざして ―」生協総研『生活協同組合研究』477 号，2015 年 10 月，が挙げられる。
（18）　 横山壽一（2012）「社会保障制度改革推進法は何を狙うのか」『経済』第 207 号，2012 年 12 月，p. 
20
（19）　 社会保障制度審議会「社会保障制度に関する勧告」（1950 年 10 月 16 日）より
（20）　 社会保障制度審議会「社会保障制度の総合調整に関する基本方針についての答申及び社会保障の
推進に関する勧告」（1962 年 8 月 22 日）より
（21）　 社会保障制度審議会「社会保障の再構築～安心して暮らせる 21 世紀の社会をめざして～」（1995



























（30）　 中西新太郎（2005）「リアルな不平等と幻想の自由 ― 新自由主義「社会開発」の特質と帰
結 ―」『平等主義が福祉をすくう　脱〈自己責任＝格差社会〉の理論』青木書店，pp. 10-13
（31）　 中西（2005）前掲書，p. 31
（32）　 ここでは，虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』（2016 年 6 月）及び医療福祉
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（39）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 57
（40）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 63
（41）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 64




（45）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 65
（46）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 63
（47）　 虹のブックレット 106『医療福祉生協の地域包括ケア』，p. 63
（48）　 アドボケーターとは，「高齢者・障がい者などが自身の権利を主張することが難しい状況にある













生協の組織的特徴に注目して ―」『佛教大学大学院紀要社会福祉学研究科篇』第 46 号，2018 年
医療生協の組織的特徴を踏まえた「地域包括ケア」の再検討に向けて　（岸本貴士）





寄せて ―」『総合社会福祉研究』第 15 号
・島田肇（2015）「戦時下の厚生事業とこんにちの社会福祉の方向 ― パラダイム異変下における「人」
的自助ファクター ―」『東海学園大学研究紀要』第 15 号
・鈴木勉（2001）「非営利・協同組織の事業と公的責任のあり方　福祉領域を対象に」『総合社会福祉研究』
第 18 号
・筒井孝子（2014）『地域包括ケアシステム構築のためのマネジメント戦略 ― integrated care の理論
とその応用』中央法規出版
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